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１．はじめに 

 
 日系企業のアジア諸国への海外進出と貿易の増加を背景に，

国際ビジネス航空旅客はこれまで増加してきた．平成19年のサ

ブプライムローン問題に端を発する世界金融危機により，勢い

にかげりがみえるものの，中国をはじめアジア諸国の台頭と自

由化により，景気回復とともにビジネス航空旅客も復調すると

考えられる．ビジネス航空旅客は，時間価値が高く支払い可能

額も高いため，今後の増減如何によらず，その流動実態と推移

を把握することは，航空企業の新たなサービス展開や，それに

対応した空港整備計画にとって重要である．国際航空旅客動態

調査1）では，これまで調査項目になかった業種や，事業展開の

フェーズ（企画･調査／立ち上げ／一般），出張頻度を追加し，

3カ年分を蓄積している． 

 本稿は，訪問国や居住地，業種，事業段階などの視点から

ビジネス旅客を分析し，交通政策審議会航空分科会2）で構

築された国際旅客需要予測モデルにおける日本人ビジネ

ス旅客の予測精度向上に資することを目的とする． 

 
２．日系進出企業とビジネス旅客 

 
 近年，日系企業の現地法人注1)は堅調に増加してきて

おり3）（図－１），特に米国を追い越し最大の貿易相手

国4）となった中国での日系企業の伸びは著しい（図－２，

３）．しかし，従来の繊維や電気機械などの製造業主体

から，情報通信機械や，非製造業の卸売・小売業やサー

ビス業へシフトしてきており，これまでとは様相が異な

ってきている．平成21年は世界不況のため，後述するよ

うにビジネス旅客は大幅に減少したが，減少の仕方は業

種等によって異なると考えられる． 
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図-1 日系現地法人企業数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 日系現地法人企業数（中国本土） 

出典：海外事業活動基本調査(経済産業省） 
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図-3 輸出入額 

出典：貿易統計調査(財務省） 

 

３．ビジネス旅客に対する調査手法 

 

 国際航空旅客動態調査は，国際線を有する全国の空港
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を対象として，２週間の調査で4,000～5,000のサンプル

数を確保する大規模調査であり，全国規模で航空旅客を

把握できる信頼性の高い調査である．平成19年よりビジ

ネス旅客に対して，これまでなかった業種分類と事業段

階が調査項目に追加され，ラウンジ利用者も対象とされ

た．さらに平成20年からは出張頻度が追加された． 

 

①業種分類の設定 

 旅客数との関わりを把握することを目途とするため，

海外事業活動基本調査(経済産業省）の業種分類をベー

スとしつつ，日本や現地との関わりを考慮して設定され

ている．具体的には，最もビジネス旅客数の多い中国へ

進出している日系企業の調査結果5）により，日本や現地

との関わり（輸出先，調達元，現地生産協力）から出張

回数を想定し（表－１），総数等も考慮して業種分類の

集約・設定を行った（表－２）． 

 

表-1 日系企業の日本との関係による分類 

パターン 日本との関係 

A 日本で調達し，日本へ輸出 

B 日本で調達し，中国等で販売 

C 中国で調達し，日本へ輸出 

D 現地の日系企業との協力で生産 

E 中国等で販売 

 
表-2 業種分類の設定結果 

製造業 

1. 食品 2. 繊維 3. 医薬品 

4. 一般機器 5. 電子部品 6. 電気機器 

7. 輸送機械 8. 化学品 9. 金属 

10. その他製造 

非 

製造業 

11. 卸・小売り 12. 建設 13. 運輸・通信 

14. 情報 15. 金融 16. サービス業 

17. 農林水産 18. その他 

 
②事業段階 

 企業進出する際，調査に始まり，現地企業を立上げ，

一定期間後に一般業務に推移する時系列の中で，出張内

容が変化し，結果的に出張頻度も変化することが，企業

へのヒアリングによって確認できている6）．これを踏ま

え，その他を加えた４段階で事業段階を設定した（表－

３） 
 

③出張頻度 ＊平成20年調査より追加 

「今回の主な目的国への過去一年間の訪問回数」を

追加することにより，被験者の出張頻度を把握できるよ

うになった．ただし，出張者本人のものであり，出張し

ていない人を含めた就業者全体の出張頻度とは異なるこ

とに留意が必要である． 

表-3 事業段階の設定結果 

事業段階 内訳 

1. 企画･調査
海外進出（工場や販売拠点を立地）を計画中で，

計画検討のための情報収集や現地視察 

2. 立上げ 

海外進出を決定後，進出に伴う調査（用地選定や

契約会社との商談）および進出の直前・直後にお

けるから手続きや商談 

3. 一般業務
軌道に乗った後の一般的な日常業務（管理やチェ

ックなど） 

4. その他 その他 

 

４．ビジネス旅客推移の分析 

 

（１）ビジネス旅客総数の推移 

 世界金融危機が始まった年（平成19年）から直ぐに減

少に転じている．平成21年に減少した輸出入額と比較す

ると（日系企業進出数の最新平成20年では減少していな

い），ビジネス旅客数が影響を受けるまでの反応期間は

相対的に短くなっている．このことは，進出企業数や輸

出入額による短期将来の予測の困難さを意味するが，空

港計画等に必要な中長期将来の予測の可能性を否定する

ものではない．今後とも継続的な調査を実施し，回復基

調に入った場合の時間差や，業種や訪問国によるその違

いについても把握することが必要である． 

 訪問国別では，中国の減少量・率ともに最も大きく，

ピークの平成18年から平成21年までに30万人（21％）減

少している． 
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図-4 訪問国別ビジネス旅客数 

出典：国際航空旅客動態調査(国土交通省) 

 
注）年間旅客数は２週間の調査結果より年間拡大したも

のであり，平成21年（速報）は２週間拡大値を換算

（365/14）したものである（以下同様）． 

 
（２）直近３年間のビジネス旅客数の変化 

 以下では，ビジネス旅客数の調査項目を追加した平成

19年からの３カ年を対象に，訪問国，居住地，業種，事

業段階などの視点で変化の分析を行った． 

出張回数が多い 

少ない 

想定 



①出発空港・居住地 

 平成21年は羽田の国際利用増加に伴い，成田から羽田

にシフトしているが，成田＋羽田でみると中国やアジア

へのビジネス旅客数は増加しており，居住地でみても関

東居住では増加している．一方，関空や中部空港での減

少量は大きくなっており，近畿や中部居住では大きく減

少している（図-５，６）． 
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図-5 出発空港別ビジネス旅客数 
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図-6 居住地別ビジネス旅客数（アジア） 

出典：国際航空旅客動態調査(国土交通省） 

 
②業種分類 

 全体的に減少傾向ではあるが，業種によって減少の度

合いは異なっており，一様に変化していないことが分か

る．特に電子部品と電気機器での減少数が大きく，非製

造業では目立って減少した業種はみられない．（図-

７）．また居住地によっても変化の仕方は異なっており，

関東では製造業は微増で，非製造業も増加に転じている

一方，近畿やその他では製造業の減少が少なくない

（図-８）． 

 サービス業の中国への進出企業が平成20年に急増した

にも関わらず，サービス業のビジネス旅客数自体は半減

している．業種によって事業内容は様々であり，調達や

販売ルート（ビジネスモデル）の違い・特性に応じて，

企業進出後にビジネス旅客が増加するか減少するか異な

る可能性に留意する必要がある． 
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図-7 業種別ビジネス旅客数（訪問国） 
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図-8 業種別ビジネス旅客数（居住地） 

出典：国際航空旅客動態調査(国土交通省） 

 
③事業段階 

 過去３カ年で減少しているのは，主に「一般段階」で

あり，「企画・調査」「立ち上げ段階」のように進出段

階にあるビジネス旅客数は減少しておらず，平成20年に

減少したものの，平成21年では既に増加に転じた国もあ

る．新たな企業進出に伴うビジネス旅客数の増減を継続

的に調査していくことが必要である（図-９）． 
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図-9 事業段階別ビジネス旅客数（訪問国） 

出典：国際航空旅客動態調査(国土交通省） 

「14情報」は平成20年調査より追加

「14情報」は平成20年調査より追加



④出張頻度 

 中国を含むアジアへの出張頻度は，長距離である米国

と比較して高く，２ヶ月に１回以上出張している割合は

約３割あり，平成21年は増加傾向にあった．出張旅客総

数は減少しているため，出張する人としない人の差が広

がっていることになる．一方，米国への出張頻度は減少

傾向にある（図-10）． 
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図-10 出張頻度（訪問国） 

出典：国際航空旅客動態調査(国土交通省） 
 

５．経済指標との関連分析 

 

 ビジネス旅客数の背景にある経済との関連分析および

説明可能な指標の抽出ため，経済指標との関連分析を行

った結果を示す（紙面の都合上一部のみ）． 
 就業人口7）１人あたりの年間旅客数は，電気機器を筆

頭に製造業で大きく，業種による差異は大きい．調査項

目としての「出張頻度」や事業段階も踏まえ，就業人口

のモデルへの取り込みを検討する必要がある（図-11）． 
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図-11 就業人口に対するビジネス旅客原単位 

出典：国際航空旅客動態調査(国土交通省），国勢調査（総務省） 

 
 対中輸出入額に対する中国へのビジネス旅客原単位は，

地域によって異なっており，輸出入額の内訳（品目）を

業種相当に分類することにより，説明可能な処理を行う

ことが課題である（図-12）． 
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図-12 対中輸出入額に対するビジネス旅客原単位 

出典：国際航空旅客動態調査(国土交通省），貿易統計調査（財務省） 

 
６．まとめ 

 

 主に過去３年間のビジネス旅客データより，訪問国や

居住地，業種，事業段階によるビジネス旅客の増減の差

異について分析を行い，世界不況による減少からの回復

が一様ではないことを明らかにした．また経済指標との

関連を示すとともに，ビジネス旅客の増減とのタイムラ

グの可能性も示した． 

 今後も経年的に蓄積することにより，詳細な時系列分

析や，業種や事業段階を組み込んだ将来需要予測モデル

の検討が望まれる． 
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注 

注１）現地法人とは，日本の出資比率10%以上の子会社

か，50%以上子会社の出資比率50%以上の孫会社を

さす 
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